
防衛庁

特例事項
管理コー

ド
制度の現状 該当法令・条項等

措置の
分類

措置の
内容

措置の概要(対応策)
各省庁からの回答に対す
る構造改革特区推進室か

らの再検討要請

各省庁からの再検討要請に対する
回答

「措置
分類」
の見直

し

「措置
内容」
の見直

し

提案事項
コード

提案主体名特区構想名

移転補償により買い
入れた土地（国有地）
の使用制限の緩和
（小規模に点在する
土地（国有地）の集約
化のための交換）

2100010

移転補償により買い入れ
た土地については、国有
財産法第１８条第１項に基
づき、交換することができ
ない。

国有財産法（昭和２３年法律
第７３号）第１８条第１項

Ｄ－１ －

　

国としては、小規模に点在する移転補償によ
り買い入れた土地を集約化し、国有財産の効
率的かつ適正な管理を図るため、国有財産法
第２７条の規定に基づき、第２種区域内に所
在する当該土地を同区域内に所在する土地と
交換することが可能。

1003010
石川県小
松市

飛行場周辺
経済振興特

区

2100020

移転補償により買い入れ
た土地については、国有
財産法第１８条第３項等に
基づき、当該土地の用途
又は目的を妨げない限度
において、有償で使用を許
可することができる。

国有財産法（昭和２３年法律
第７３号）第１８条第３項

国の庁舎等の使用又は収益
を許可する場合の取扱の基準
について（昭和３３年１月７日
蔵管第１号）

飛行場等の周辺に所在する
行政財産を管理上及び地元
住民対策上使用許可する場
合の範囲等について（平成５
年３月３１日施本施第２４９号）

Ｄ－１ －

　

国としては、移転補償により買い入れた土地
について、当該土地の用途又は目的を妨げな
い限度において、かつ、当該土地の管理上及
び地元住民対策上の観点から、国以外の者
に堅固な建造物の剛柔にかかわらず有償で
使用許可が可能。

1003020
石川県小
松市

飛行場周辺
経済振興特

区

2100050

移転補償により買い入れ
た土地については、国有
財産法第１８条第３項等に
基づき、当該土地の用途
又は目的を妨げない限度
において、有償で使用を許
可することができる。

国有財産法（昭和２３年法律
第７３号）第１８条第３項

国の庁舎等の使用又は収益
を許可する場合の取扱の基準
について（昭和３３年１月７日
蔵管第１号）

飛行場等の周辺に所在する
行政財産を管理上及び地元
住民対策上使用許可する場
合の範囲等について（平成５
年３月３１日施本施第２４９号）

Ｄ－１ －

　

国としては、移転補償により買い入れた土地
について、当該土地の用途又は目的を妨げな
い限度において、かつ、当該土地の管理上及
び地元住民対策上の観点から、国以外の者
に堅固な建造物の剛柔にかかわらず有償で
使用許可が可能。

1218040 三沢市
三沢にぎわ
い創造特区

移転補償により買い
入れた土地（国有地）
の使用制限の緩和
（堅固な建造物の設
置を含む広場等に係
る無償使用許可）

2100030

移転補償により買い入れ
た土地については、
①国有財産法第１８条第４
項及び同法第１９条におい
て準用する同法第２２条の
規定等に基づき、地方公
共団体が当該土地を道
路、水道又は下水道等の
用に供する必要があると
きは、無償で使用を許可
②防衛施設周辺の生活環
境の整備等に関する法律
第７条の規定等に基づき、
地方公共団体が広場その
他政令で定める施設の用
に供するときは、無償で使
用を許可
することができる。

国有財産法（昭和２３年法律
第７３号）第１８条第４項、第１
９条、第２２条

防衛施設周辺の生活環境の
整備等に関する法律（昭和４９
年法律第１０１号）第７条

周辺財産の無償使用許可等
の取扱いについて（平成１５年
１月１７日施本第３９号）

Ｄ－１ －

　

国としては、三沢市からの具体的な要望事項
である堅固な建造物の設置を含む「三沢市
ファミリースポーツ広場」等に係る無償使用許
可ついては、防衛施設の運用の障害とならな
いなど一定の要件を満たすのであれば、無償
で使用許可が可能。

提案内容に沿って申請さ
れれば許可されるものと
解してよいか回答された
い。

堅固な建造物の設置を含む広場等
に係る無償使用許可については、
防衛施設の運用の障害とならない
など一定の要件を満たすのであれ
ば、無償で使用許可が可能。

1218020 三沢市
三沢にぎわ
い創造特区

移転補償により買い
入れた土地（国有地）
の使用制限の緩和
（民間への貸付に当
たっての堅固な建造

物の設置）

提案内容に沿って申請さ
れれば許可されるものと
解してよいか回答された
い。

　

移転補償により買い入れた土地の
用途又は目的を妨げない限度にお
いて、かつ、当該土地の管理上及
び地元住民対策上の観点から、国
以外の者に堅固な建造物の剛柔に
かかわらず有償で使用許可が可
能。



防衛庁

特例事項
管理コー

ド
制度の現状 該当法令・条項等

措置の
分類

措置の
内容

措置の概要(対応策)
各省庁からの回答に対す
る構造改革特区推進室か

らの再検討要請

各省庁からの再検討要請に対する
回答

「措置
分類」
の見直

し

「措置
内容」
の見直

し

提案事項
コード

提案主体名特区構想名

移転補償により買い
入れた土地（国有地）
の使用制限の緩和
（公共団体がある施
設の経営からあげた
収入が、一時的に当
該施設の維持管理費
用を超過した場合、
無償貸付不可）

2100040

移転補償により買い入れ
た土地については、国有
財産法第１９条において準
用する同法第２２条第２項
の規定に基づき、公共団
体における緑地、公園等
の施設の経営が営利を目
的とし、又は利益をあげる
場合には、無償貸付を行う
ことができない。

国有財産法（昭和２３年法律
第７３号）第１９条、第２２条第
２項

Ｄ－１ －

　
国としては、ある期間において、公共団体があ
る施設の経営からあげた収入が、一時的に当
該施設の維持管理費用を超過しても、それだ
けでは当該施設の経営が利益をあげる場合
に該当すると解する必要はなく、相当期間に
わたって経常的に相当の額の利益をあげ、こ
れが一般財政上の財源となるような場合等無
償貸付の趣旨に反する程度に至った場合に、
はじめて当該施設の経営が利益をあげる場合
に該当すると解しているところ。

1218030 三沢市
三沢にぎわ
い創造特区


